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近畿地区・SDGs に関する企業の意識調査（2025 年） 
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『ＳＤＧｓに積極的』な近畿企業の割合は前年比 0.1 ポイント減の 52.4％となり、調査開始以降初め

て低下した。内訳は、「意味および重要性を理解し、取り組んでいる」が同 0.3 ポイント増の 28.9％

と過去最高を記録したが、「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと思っている」が同 0.4 ポイ

ント減の 23.5％に低下したことで、ＳＤＧｓに前向きに取り組む企業の割合はわずかに低下する結果

となった。ＳＤＧｓの項目に取り組む企業の７０．８％がその効果を実感、上位には「企業イメージの向

上」「従業員のモチベーションの向上」が並んだ。 

 

※帝国データバンク大阪支社は、近畿 2 府 4 県 4,160 社を対象に、SDGs(Sustainable Development Goals :持続可能

な開発目標）に関する企業の見解についてアンケート調査を実施した。  

調査期間：2025 年 6 月 17 日～6 月 30 日（インターネット調査）  

調査対象：近畿 2 府 4 県 4,160 社、有効回答企業数は 1,662 社（回答率 40.0％） 
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大阪・関西万博のテーマとして掲げられるも 

企業への浸透は頭打ち傾向が続く 

 

『SDGsに積極的』は 52.4％ 
前年比ではわずかに低下 
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近畿地区・SDGs に関する企業の意識調査（2025 年） 

「ＳＤＧｓに取り組んでいる」企業の割合は 28.9％と過去最高も、

伸び率は鈍化 

 

自社における SDGs への理解や取り組みについて尋ねたところ、「意味および重要性を理解し、取り組

んでいる」企業は前年比 0.3 ポイント増の 28.9％となり、2020 年の調査開始以降で最高を更新した。

「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと思っている」は同０．４ポイント減の２３．５％だった。合計す

ると『SDGs に積極的』な企業は同 0.1 ポイント減の 52.4％と、前年からわずかに低下する結果となっ

た。 

また、「言葉は知っていて意味もしくは重要性を理解できるが、取り組んでいない」は３５．３％、「言葉

は知っているが、意味もしくは重要性を理解できない」は 7.5％で、合計すると、『SDGs を認知しつつも

取り組んでいない』企業は同 0.4 ポイント増の 42.8％となった。 

 

 

 

 SDGs への理解と取り組み   

 

 

 

 

 

 



  3 

 

近畿地区・SDGs に関する企業の意識調査（2025 年） 

規模が小さいほど『SDGs に積極的』な企業の割合は低く 

 

企業規模別にみると、「大企業」では SDGs に積極的な企業が 73.3％と、全体（52.4％）を大幅に上回

った。「中小企業」では 48.8％、うち「小規模企業」では 39.2％となった。規模が小さいほどＳＤＧｓに積極

的な企業の割合が低くなる傾向が続いている。 

企業からは「費用をかけずに実施できることもあるが、費用がかかるものも多いので、その捻出が難しい」

（輸送用機械・器具製造、大阪府）といった声が聞かれた。他方、「企業として社会に貢献できることはやって

いきたい」（サービス（メンテナンス・警備・検査）、大阪府）のように、意欲を示すコメントもあった。 

業界別にみると、『製造』が 64.7%で最も高く、『金融』が 60.0％で続いた。ただ、全国の割合を上回っ

ていたのは『製造』（全国 62.7%）のみだった。企業からは、「カーボンニュートラルに関する活動を中心に

展開しており、ペーパーレスについては営業部門主導で進めている」（輸送用機械・器具製造、和歌山県）や

「企業としての行動を SDGｓに結び付けて取り組むことで、従業員への意識づけにもつながっている」（化学

品製造、滋賀県）といった声が寄せられた。 

 

 

 SDGs に積極的な企業割合～規模・業界別～   
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近畿地区・SDGs に関する企業の意識調査（2025 年） 

現在力を入れている項目は「働きがいも経済成長も」がトップ 

 

SDGs１７の目標の中で、現在力を入れている項目を尋ねたところ、働き方改革や労働者の能力向上など

を含む「働きがいも経済成長も」が３３．９％で最も高かった(複数回答、以下同)。再生可能エネルギーの利

用などを含む「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」(22.7％)、カーボンニュートラル製品の使用などを

含む「気候変動に具体的な対策を」（21.9％）、リサイクル活動などを含む「つくる責任つかう責任」

(21.7％)が続いた。 

 

 

SDGs１７目標のうち、現在力を入れている項目（複数回答）  
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近畿地区・SDGs に関する企業の意識調査（2025 年） 

今後最も取り組みたい項目は「働きがいも経済成長も」がトップ 

 

SDGs１７の目標の中で、今後最も取り組みたい項目について尋ねたところ、現在力を入れている項目と

同様に「働きがいも経済成長も」が 1２.2％でトップ、全項目の中で唯一 1 割を超えた。 

次いで、「気候変動に具体的な対策を」(7.6％)や「パートナーシップで目標を達成しよう」（7.0％）が上

位に並んだ。 

一方、「分からない」と回答した企業も２５．７%となっており、「ＳＤＧｓとその項目についての理解はでき

ていても、どのように取り組みを始めるのか分からない」といった意見も寄せられた。 

 

 

SDGs１７目標のうち、今後最も取り組みたい項目  
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近畿地区・SDGs に関する企業の意識調査（2025 年） 

企業の 7割が SDGsの効果を実感                 

「企業イメージの向上」「従業員のモチベーションの向上」が上位 

 

現在、SDGs の各目標に力を入れている企業に取り組みによる効果を尋ねたところ、『効果を実感』して

いる企業の割合は前年（69.5％）から 1.3 ポイント増の 70.8％となった。 

具体的な効果としては、「企業イメージの向上」が前年から 2.1 ポイント上昇し 40.0％でトップとなった

(複数回答、以下同)。「従業員のモチベーションの向上」（33.9％）、「採用活動におけるプラスの効果」

（18.3％）、「経営方針等の明確化」（16.7％）が前年同様、上位にランクイン。 

また、「取引の拡大（新規開拓含む）」（13.8％）と「売り上げの増加」（12.0％）などが前年調査から 1 ポ

イント以上増加しており、ＳＤＧｓへの取り組みが、ビジネスチャンスの獲得や業績の向上にもつながってい

る様子がうかがえた。 

 

 

SDGs への取り組みによる効果  
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近畿地区・SDGs に関する企業の意識調査（2025 年） 

まとめ 

 

本調査の結果、『ＳＤＧｓに積極的』な近畿企業の割合は 52.4％となり、前年から 0.1 ポイント低下した。

低下幅としてはわずかではあるものの、調査開始以降では、初めて前年を下回った。規模別では、「大企業」

が 73.3％で全国（71.1％）を上回った。業界別では、『製造』が 64.7％で最も高く、唯一全国（62.7％）

を上回った。 

一方で、『ＳＤＧｓを認知しつつも取り組んでいない』企業の割合は同０．４ポイント増の42．8％となり、依

然として『SDGs に積極的』な企業の割合を下回っている。しかし中小企業からは、「費用面・人材面が厳し

い」といった声が多く聞かれた。また、「SDGｓは何を優先するかが大切なので、まずはトランプ大統領の方

針を理解して、営業活動やＳＤＧｓの施策を決めている」（機械・器具卸売、大阪府）のように、アメリカをは

じめとした、諸外国における SDGs への姿勢の変化を注視するコメントも寄せられた。 

また、ＳＤＧｓの項目に取り組む企業のうち、約 7 割以上が取り組みの効果を実感していることが分かっ

た。具体的には、「企業イメージの向上」や「従業員のモチベーションの向上」など社内外における、企業価

値の向上に関する効果が上位に並んでいた。また、取引拡大や売上増を実現した企業もあり、SDGs を通

じた企業の発展を実感するコメントも寄せられた。 

２０１５年９月に、国連で「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」が採択されてから１０年がたとうと

している。また、目標達成年である２０３０年まで残すところ５年を切った。現在、開催中の大阪・関西万博

では、SDGｓを２０３０年に達成するためのプラットフォームになることを目指して、会場内ではさまざまな

展示やイベントが行われている。しかし、企業の浸透度合いは頭打ち傾向が続いており、「特に取り組む必

要性を感じない」といった声も多く、具体的なアクションに踏み切っていない企業もみられる。  

国や自治体では、Ｗｅｂサイトをはじめとしたインターネット上や、大阪・関西万博など人が集まる機会を

通じて、積極的に発信を行っているものの、目標をすでに形骸化したものとして捉えている企業も少なくな

い。また、物価高騰や地政学リスクの問題が大きくなる中で、ＳＤＧｓへの関心が薄れていく懸念もある。し

かし、ＳＤＧｓへの取り組みが、環境や人権、多様性の問題解決の糸口になるだけではなく、企業の内外の

事象において、企業の競争力向上や採用活動の促進につながる効果も期待される。 

大阪府では２０２５年９月５日、大阪・関西万博会場内で「OSAKA JAPAN SDGs Forum」を開催す

る。目標達成年である２０３０年に向け、国や行政だけでなく、民間団体からも企業のＳＤＧｓの取り組みを

後押しする施策が次々に打ち出されている。まずは、それぞれが身近なことから少しずつ取り組むことが、

目標達成への大きな一歩となるはずだ。 
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近畿地区・SDGs に関する企業の意識調査（2025 年） 

調査先企業の属性  

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

業界  大企業  中小企業（小規模企業含む）  小規模企業  

製造業その他の業界  
「資本金 3 億円を超える」かつ  

「従業員数 300 人を超える」  

「資本金 3 億円以下」または  

「従業員数 300 人以下」  
「従業員数 20 人以下」  

卸売業  
「資本金 1 億円を超える」かつ  

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金１億円以下」 または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

小売業  
「 資 本 金 5 千 万 円 を超 え る 」 か つ

「従業員数 50 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員数 50 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

サービス業  
「 資 本 金 5 千 万 円 を超 え る 」 か つ

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

注 1：中小企業基本法で小規模企業 を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキン グが上位 3％の企業を大企業として区分  

注 2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなか で、業種別の全国売上高ランキングが下位 50％の企業を中小企業として区分  

注 3：上記の業種別の全国売上高ラン キングは、TDB 産業分類（1,359 業種） によるランキン グ  

 

企業規模区分  


